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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第20期

第３四半期連結
累計期間

第21期
第３四半期
累計期間

第20期
第３四半期連結
会計期間

第21期
第３四半期
会計期間

第20期

会計期間

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
10月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日

売上高            　　（千円）370,571 196,192 111,461 55,026 462,620

経常損失（△）        （千円）△383,790△354,939△132,137△145,104△579,346

四半期（当期）純損失（△）

　　　　　　　　　　　（千円）
△393,095△498,193△134,328△235,464△607,693

持分法を適用した場合の　　　　　投資

利益　　　　　　　（千円）
－ － － － －

資本金　　　　　　　　（千円） － － 978,7852,299,5792,084,010

発行済株式総数　　　　（千株） － － 3,192 15,535 8,492

純資産額              （千円）－ － △312,0911,651,8261,686,309

総資産額　            （千円） － － 877,8342,997,1462,789,150

１株当たり純資産額      （円） － － △105.37 106.33 198.24

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）　　　　　　　（円）
△210.69 △58.04 △50.04 △26.93 △266.23

潜在株式調整後１株当たり　　　四半

期（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額　　　　（円） － － － － －

自己資本比率            （％） － － △35.6 55.1 60.4

営業活動による　　　　　　　　キャッ

シュ・フロー  　（千円）
△394,271△194,109 － － △528,827

投資活動による　　　　　　　　キャッ

シュ・フロー  　（千円）
△38,278△151,449 － － △39,142

財務活動による　　　　　　　　キャッ

シュ・フロー 　 （千円）
439,140 463,844 － － 556,275

現金及び現金同等物の　　　　　四半期

末（期末）残高　（千円）
－ － 52,848 150,366 34,561

従業員数    　　　　    （人） － － 67 46 64

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　２　持分法を適用した場合の投資利益については、第20期第２四半期連結累計（会計）期間及び第20期は連結財務諸表

を作成いているため、第21期第２四半期累計（会計）期間は関係会社がないため記載しておりません。

　　３　前連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、前第２四半期累計（会計）期間及び前事業年度に代えて前

第２四半期連結累計（会計）期間及び前連結会計年度を記載しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第20期及び第20期第２四半期連結累計（会

計）期間並びに第21期第２四半期累計（会計）期間　においては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人）   46（－） 

　　 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載して

おります。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

　前年同四半期比については、四半期連結財務諸表を作成し、四半期財務諸表を作成していないため、前年同期比は記

載しておりません。

　

(1）仕入実績

当第３四半期会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）　

　
前年同期比（％）　

　

企画不動産販売事業（千円） 1,247 －

環境関連事業（千円） 44 －

合計（千円） 1,291 －

 （注）１　企画・販売代理事業、不動産流動化事業における仕入実績はありません。

　　　 ２　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）販売実績

　当第３四半期会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）　

前年同期比　

企画・販売代理事業（千円） 40,792 －

不動産流動化事業（千円） 13,951 －

企画不動産販売事業（千円） － －

環境関連事業（千円） 281 －

合計（千円） 55,026 －

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。
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 ３　当第３四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次

のとおりであります。

　相手先

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）　

金額（千円）　 割合（％）　

　MID都市開発株式会社 12,489　 22.7　

 ５  本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

当社の事業及び経理の状況等に関する事項のうち、当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリ

スクは、次のとおりであります。また、記載事項のうち将来に関する事項は、当社が本四半期報告書提出日現在にお

いて判断したものであります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。

　

（１）大阪証券取引所が定める株券上場廃止基準について

　当社は、本日現在において大阪証券取引所より、「内部管理体制及び適時開示体制の整備・改善」が行われていない

状況であるとして２度の改善報告書の提出を求められております。

　大阪証券取引所が定める株券上場廃止基準に基づき「過去５年の間に２回改善報告書を提出している場合で、当取

引所が新たに改善報告書の提出を求めることが必要と認めたときは、株券上場廃止基準に定める上場廃止事由に該当

するものとして、上場廃止を決定する」とされていることから、依然として、当該上場廃止基準に抵触しております。

今後、1度目の改善報告書の提出である平成21年5月8日から起算して５年以内に、改善報告書の提出を求められた場合

には、上場廃止となる可能性があります。

　当社が上場廃止となった場合には、当社の財政状態及び経営成績並びに当社株式の市場流動性に重大な影響を与え

る可能性があります。　

　

（２）提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他

提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

　　当社は、当第３四半期会計期間におきましても、前会計年度末に引き続き厳しい事業環境が続いた結果、営業活動によ

るキャッシュ・フローは大幅なマイナスとなり、営業損失101,003千円、経常損失145,104千円、四半期純損失235,464

千円を計上いたしました。また、本四半期報告書提出日である平成23年３月14日現在において、金融機関に対する返済

の遅延341,951千円及び社会保険料等の重要な経費の未払い69,532千円等が発生している状況となっております。当

該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。

　　四半期財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、主幹事業であります企画・販売代理事業におきまし

ては、近畿圏における新築マンション市場において効率的な受託物件の取得・販売を行い、利益率向上に努めること

を最重要課題として取り組んでまいる所存であります。企画不動産販売事業におきましては、当社が取得したリゾー

ト土地の販売、並びに当該不動産周辺地域において、シニア層がセカンドライフを暮らすにふさわしい環境を整えた

分譲地として、シニアマンション、ホテル、リゾートマンション等の開発事業を行うことにより継続した安定収益基盤

の確立は成されていくものと考えております。また、環境エネルギー事業部におきましては、平成23年２月に当社が取

扱うUpsolor社製太陽電池モジュールのJ-PEC認証を取得し、平成22年３月より太陽光発電システムの販売業務を開始

しております。

　　資金調達につきましては、平成22年12月29日付で株主割当による新株式発行の資金421,089千円を調達しております。

当該資金につきましては、①短期借入金の返済に係る資金、②長期借入金の返済に係る資金、③当社が保有するリゾー

ト地（白浜ホープヒルズ）の広告宣伝費等、④未払債務の支払、⑤経常経費の支払、⑥販売用不動産の取得資金に充当

する予定であり、既に一部の資金は充当されております。これにより収益構造の安定化及び財務体質の健全化を図り、

キャッシュフロー面においても、事業計画上の推進事業の伸展が図れると考えております。

　　しかし、これらの対応策に関して、営業施策面においては不動産市況等に影響されるため、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。

　　なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半

期財務諸表に反映しておりません。　

　

（３）支払手形及び小切手の振出しについて

　　「後発事象」に記載のとおり、当第３四半期会計期間末日後において、32,000千円の約束手形及び352,173千円の小切

手を振出しております。当該約束手形及び小切手は、本四半期報告書提出現在において支払義務を有している又は将

来に渡って当社が支払義務を有する可能性があります。

　　当社の今後の資金繰り状況によっては、当該約束手形及び小切手の決済がなされず、不渡りとなる可能性があります。

　　不渡りとなった場合には、当社の財政状態に重大な影響を与える可能性があります。また、当該不渡りが６ヶ月以内に

２度以上発生した場合には、金融機関の取引停止処分を受けるとともに、大阪証券取引所が定める上場廃止基準に抵
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触し、上場廃止となる可能性があります。

　　当該約束手形及び小切手の発行状況等につきましては、「後発事象」にその詳細を記載しております。　

　

その他、当四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において、当社が判断したものであります。

　

　　（１）業績の状況

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策による内需の下支えが企業収益の改善を後押し

したこと等により、全体としては緩やかな回復基調であるものの、長引く為替の円高や厳しい雇用環境が続いて

いる事により先行き不安感がぬぐえず、加えて企業収益の悪化懸念や株式市場の低迷による景気下振れ懸念は依

然として払拭できない状況であり、国内景気は引き続き先行き不透明な状況が続いております。こういった経済

状況のもとで、当社は平成22年２月18日に「新中期経営計画」を発表し、当社が平成22年３月に取得したリゾー

ト地の販売、並びに当該不動産周辺地域において、シニア層がセカンドライフを暮らすにふさわしい環境を整え

た分譲地として、シニアマンション、ホテル、リゾートマンション等の開発事業(セグメントは企画不動産販売事

業)を中心に、買取再販事業(セグメントは企画不動産販売事業)及び企画・販売代理事業の３つのコア事業を軸

として事業を推進していく計画を策定いたしました。当第３四半期会計期間における進捗状況といたしまして

は、開発事業(セグメントは企画不動産販売事業)においては、前期末に取得したリゾート地の販売を開始してお

りますが、売上計上には至りませんでした。買取再販事業(セグメントは企画不動産販売事業)においては、マン

ションを取得の為の資金を捻出できない状況が継続している事により計画に遅延が生じております。企画・販売

代理事業においては、販売人員の効率的な人員配置等の施策を継続的に行いましたが、単独事業における黒字化

は達成できませんでした。

以上の結果として、当会計期間の業績は、売上高55,026千円、営業損失101,003千円、経常損失145,104千円、四半

期純損失235,464千円となりました。
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当第３四半期会計期間におけるセグメントの概況は以下のとおりであります。

　

　（企画・販売代理事業）

　　当第３四半期会計期間の企画・販売代理事業におきましては、近畿圏における新築マンション販売の受託及び販

売を積極的に推進し、管理面では利益率改善のため他事業部へ人員を再配置する等、柔軟な対応を行ってまいり

ました。

　　以上の結果、売上高は40,792千円、営業損失12,548千円となりました。

　

　（不動産流動化事業）

当第３四半期会計期間の不動産流動化事業におきましては、新たな物件の取得及び販売はなく、引き続き、商業

ビルの管理業務を行いました。

以上の結果、売上高は13,951千円、営業利益1,821千円となりました。

　

　（企画不動産販売事業）

当第３四半期会計期間の企画不動産販売事業におきましては、開発事業において、前期末に取得したリゾート地

の販売を開始しておりますが、売上計上には至りませんでした。買取再販事業においては、マンションを取得の為

の資金を捻出できない状況が継続している事により計画に遅延が生じております。

以上の結果、売上高は計上されず営業損失2,597千円となりました。

　

　（環境関連事業）

環境関連事業におきましては、ＬＥＤ照明の販売、二酸化塩素の除菌・消臭剤の販売、機能性素材の販売等を行

い、主として当社が有するネットワークを活用した販路の拡大並びに営業基盤の構築等の施策を推進いたしまし

た。

以上の結果、売上高は281千円、営業損失9,747千円となりました。

　

前年同四半期については、四半期連結財務諸表を作成し、四半期財務諸表を作成していないため、前年　　同期比

は記載しておりません（以下、「（２キャッシュ・フローの状況）」においても同じ」。　

　

　（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は150,366千円となりました。

　当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純損失を235,524千円計上したことに加えて、利息の支払

による支出等により、137,714千円の支出となりました。

　

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）　　

　投資活動によるキャッシュ・フローは、短期貸付による支出を計上したこと等により、132,371千円の支出とな

りました。

　

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、新株式の発行による収入等により、414,077千円の収入となりました。

　

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（４）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社を取り巻く事業環境におきましては、景気の不透明感による一般エンドユーザーの購買力低下は継続傾向に

あり、需給バランスの乖離調整にかかる期間の長期化が懸念されております。しかしながら、内在するマンション需

要は団塊ジュニアをはじめとした新たな購買層により底堅く、中長期的には改善されていくものと思われます。

　当社は、平成22年２月に平成23年３月期から平成25年３月期に亘る中期経営計画を策定しております。本計画は、

市場環境の変化に対応すべく２つのコア事業を追加し、事業構造の転換を遂行し、企業価値の向上を図ることによ

り、高い収益性と成長性の実現を目指すものであります。

　企画不動産販売事業におきましては、当社が取得したリゾート土地の販売、並びに当該不動産周辺地域において、

シニア層がセカンドライフを暮らすにふさわしい環境を整えた分譲地として、シニアマンション、ホテル、リゾート

マンション等の開発事業を中心に、買取再販事業及び企画・販売代理事業の3つのコア事業を軸として事業を推進

し、今後継続企業として安定した収益基盤を確立すべく邁進してまいります。
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　また、その他、収益力ある事業の柱を当社グループ内に育成するため、環境関連事業の事業推進を加速化させると

共に、事業シナジーの観点から、有益と考えられる企業との提携を積極的に検討してまいります。

　

(５) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況を解消、改善するための対応策について

　今般、当社は継続企業の前提に関する注記を行っておりますが、当該状況を解消すべく、主幹事業であります企画・

販売代理事業におきましては、近畿圏における新築マンション市場において効率的な受託物件の取得・販売を行い、

利益率向上に努めることを最重要課題として取り組んでまいる所存であります。企画不動産販売事業におきまして

は、当社が取得したリゾート土地の販売、並びに当該不動産周辺地域において、シニア層がセカンドライフを暮らす

にふさわしい環境を整えた分譲地として、シニアマンション、ホテル、リゾートマンション等の開発事業を行うこと

により継続した安定収益基盤の確立は成されていくものと考えております。また、環境エネルギー事業部におきまし

ては、平成23年２月に当社が取扱うUpsolor社製太陽電池モジュールのJ-PEC認証を取得し、平成22年３月より太陽光

発電システムの販売業務を開始しております。

　資金調達につきましては、平成22年12月29日付で株主割当による新株式発行の資金421,089千円を調達しておりま

す。当該資金につきましては、①短期借入金の返済に係る資金、②長期借入金の返済に係る資金、③当社が保有するリ

ゾート地（白浜ホープヒルズ）の広告宣伝費等、④未払債務の支払、⑤経常経費の支払、⑥販売用不動産の取得資金

に充当する予定であり、既に一部の資金は充当されております。これにより収益構造の安定化及び財務体質の健全化

を図り、キャッシュフロー面においても、事業計画上の推進事業の伸展が図れると考えております。

　しかし、これらの対応策に関して、営業施策面においては不動産市況等に影響されるため、現時点では継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められるものの、上述いたしました営業施策に係る計画を遅延無く遂行することに

より、継続した安定収益基盤を確立を実現できると考えているため、当該事業計画を計画通りに達成すべく邁進して

まいります。　

 　

（６） 経営者の問題認識と今後の方針について

　当社の経営陣は、現状の事業環境及び入手可能な情報に基づきまして最善の経営方針を立案するよう努めており

ますが、当社を取り巻く経営環境は、不動産市場動向、投資家動向、人口動向等国内の諸経済環境により影響をうけ

るものになっております。このため、市場に関する情報を幅広く入手し、市場動向に迅速に対応しておりますが、業

績と事業計画に大きな乖離が生じる可能性がある場合は事業計画を抜本的に見直し、環境変化への対応を適切に行

う所存であります。

　

EDINET提出書類

株式会社セイクレスト(E03999)

四半期報告書

 8/42



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、重要な設備に重要な変更はありません。

 

 　（2）設備の新設、除却等の計画

　　　　当第３四半期会計期間において、設備の新設、除去等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

Ａ種優先株式 3,900,000

計 33,900,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,535,330 15,535,330

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ市場

（スタンダード)　

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、当社は単元

株制度を採用し

ておりません。

計 15,535,330 15,535,330 － －

 （注）　発行済株式のうち5,000,000株は、現物出資（販売用不動産（84,031.04㎡）2,000,000千円）によるものであ

　　　 ります。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月1日～

平成22年12月31日

（注）

7,018,16515,535,330210,5442,299,579210,5442,013,259

　（注）平成22年12月29日を払込期日とする有償株主割当増資によるものであります。

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）　  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）　
（自己保有株式）

－ －
普通株式 960

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,534,370 15,534,370 －

単元未満株式　  － － －

発行済株式総数　  15,535,330 － －

総株主の議決権　  － 15,534,370 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数（株）」欄には、証券保管振替機構名義の失念株式11株が含まれており

ます。また、「議決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が11個含まれておりま

す。

 

②【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

(自己保有株式)

株式会社セイクレスト　

大阪市中央区備後町三

丁目２番８号
960 － 960     0.01

計　 － 960 － 960 0.01

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 307 179 220 287 199 149 110 123 133

最低（円） 125 85 86 133 134 85 64 70 67

　（注）最高・最低株価については、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場（スタンダード）におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までにおける、役員の異動は次のとおりであります。

　

（新任役員）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴　 任期 所有株式数 就任年月日

常勤監査役 － 馬屋原　和義 昭和32年12月11日生

昭和52年６月

昭和58年９月

平成元年10月

　

平成12年11月

平成17年９月

平成20年７月

　

平成22年８月

　

株式会社広島トヨタカローラ　入社

株式会社グローリア初穂　入社

株式会社トータルプランニングオ

フィス入社

株式会社ダイナシティ入社

当社　入社

投資運用事業部兼開発流動化事業部

東京担当部長

当社　監査役　就任（現任）

（注） －
平成22年８月１日

　

（注）退任監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である平成24年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。なお、馬屋原和義氏は、平成22年６月29日開催の第20回定時株主総会において、補欠監査役

に選任されております。

　

（退任役員）　

役名 職名 氏名 退任年月日　

常勤監査役 － 北山　涼一　 平成22年７月30日

取締役 経営管理本部長 足立　和重 平成22年10月15日　

　

（役員の異動）　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日　

専務取締役

（経営管理本部長）

専務取締役

（営業本部長）
井上　晃章 平成22年10月15日

（注）新職名及び旧職名につきましては、（　）内に記載しております。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

(2）当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

(3）前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は四半期財務諸表を作成していないため、前第３四半期会計期間

（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期損益計算書、前第３四半期累計期間（平成21年４月

１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第３

四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結損益計算書、前第３四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書を記載しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については、明誠監査法人による四半期レビューを受け、当第３四半期会計期間（平成22年10月１日

から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四

半期財務諸表については、公認会計士赤坂事務所及び萩原公認会計士事務所による四半期レビューを受けておりま

す。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第21期第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間　　　明誠監査法人

第21期第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間　　　公認会計士赤坂事務所及び萩原公認会計士事務所　

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】
【当第３四半期会計期間末】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 150,366

受取手形及び売掛金 11,284

たな卸資産 ※1, ※2
 2,521,556

株主、役員又は従業員に対する短期債権 133,000

その他 139,360

貸倒引当金 △113,130

流動資産合計 2,842,436

固定資産

有形固定資産

建物 73,927

減価償却累計額 △10,149

建物（純額） ※1
 63,777

工具、器具及び備品 13,705

減価償却累計額 △9,614

工具、器具及び備品（純額） 4,091

土地 ※1
 17,607

有形固定資産合計 85,477

無形固定資産 7,298

投資その他の資産

投資有価証券 12,809

破産更生債権等 81,749

長期前払費用 3,588

その他 49,576

貸倒引当金 △86,031

投資その他の資産合計 61,692

固定資産合計 154,468

繰延資産

社債発行費 241

繰延資産合計 241

資産合計 2,997,146

EDINET提出書類

株式会社セイクレスト(E03999)

四半期報告書

15/42



（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 60,076

短期借入金 ※1
 615,471

株主、役員又は従業員からの短期借入金 45,926

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 85,283

1年内償還予定の社債 110,000

未払法人税等 8,566

その他 273,767

流動負債合計 1,199,090

固定負債

長期借入金 ※1
 101,546

退職給付引当金 44,233

その他 450

固定負債合計 146,229

負債合計 1,345,319

純資産の部

株主資本

資本金 2,299,579

資本剰余金 2,013,259

利益剰余金 △2,625,027

自己株式 △35,986

株主資本合計 1,651,826

純資産合計 1,651,826

負債純資産合計 2,997,146
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【前連結会計年度末】
（単位：千円）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 34,561

受取手形及び売掛金 44,088

たな卸資産 ※1
 2,524,463

原材料及び貯蔵品 5,382

前払費用 1,661

その他 48,425

貸倒引当金 △25,463

流動資産合計 2,633,120

固定資産

有形固定資産

建物 73,927

減価償却累計額 △8,715

建物（純額） ※1
 65,211

工具、器具及び備品 15,353

減価償却累計額 △9,928

工具、器具及び備品（純額） 5,424

土地 ※1
 17,607

有形固定資産合計 88,243

無形固定資産

無形固定資産合計 9,584

投資その他の資産

投資有価証券 13,914

差入保証金 22,523

保険積立金 2,310

破産更生債権等 52,795

会員権 9,832

その他 13,391

貸倒引当金 △57,077

投資その他の資産 57,689

固定資産合計 155,517

繰延資産

社債発行費 512

繰延資産合計 512

資産合計 2,789,150
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（単位：千円）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※1
 558,471

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 79,306

1年内償還予定の社債 10,000

未払法人税等 11,274

未払金 43,154

前受金 4,062

未払消費税等 1,679

預り金 7,921

1年内返還予定の預り保証金 99,500

その他 1,310

流動負債合計 816,680

固定負債

社債 100,000

長期借入金 ※1
 139,603

退職給付引当金 45,288

負ののれん 819

その他 450

固定負債合計 286,160

負債合計 1,102,841

純資産の部

株主資本

資本金 2,084,010

資本剰余金 1,797,690

利益剰余金 △2,162,404

自己株式 △35,986

株主資本合計 1,683,309

新株予約権 3,000

純資産合計 1,686,309

負債純資産合計 2,789,150
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（２）【四半期損益計算書】
【前第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 370,571

売上原価 114,138

売上総利益 256,433

販売費及び一般管理費 ※
 567,814

営業利益又は営業損失（△） △311,381

営業外収益

受取利息 404

負ののれん償却額 351

保険解約返戻金 586

雑収入 1,132

営業外収益合計 2,474

営業外費用

支払利息 34,270

社債発行費償却 4,250

支払手数料 33,655

雑損失 2,707

営業外費用合計 74,883

経常利益又は経常損失（△） △383,790

特別利益

償却債権取立益 －

貸倒引当金戻入額 176

賞与引当金戻入額 －

受取和解金 －

その他 750

特別利益合計 926

特別損失

たな卸資産評価損 －

有形固定資産除却損 －

投資有価証券評価損 1,911

貸倒引当金繰入額 4,800

退職特別加算金 －

事務所移転費用 －

その他 101

特別損失合計 6,813

税金等調整前四半期純損失（△） △389,677

法人税、住民税及び事業税 3,418

少数株主損失（△） －

四半期純損失（△） △393,095
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【当第３四半期累計期間】
（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 196,192

売上原価 30,072

売上総利益 166,119

販売費及び一般管理費 447,110

営業損失（△） △280,991

営業外収益

受取利息 319

保険解約返戻金 661

その他 1,842

営業外収益合計 2,823

営業外費用

支払利息 48,679

社債発行費償却 271

支払手数料 19,136

租税公課 7,510

雑損失 1,173

営業外費用合計 76,771

経常損失（△） △354,939

特別利益

貸倒引当金戻入額 34,150

雇用調整助成金 17,998

負ののれん発生益 702

特別利益合計 52,850

特別損失

固定資産除売却損 542

貸倒引当金繰入額 115,800

投資有価証券評価損 1,104

事務所移転費用 5,503

抱合せ株式消滅差損 71,325

特別損失合計 194,275

税引前四半期純損失（△） △496,363

法人税、住民税及び事業税 1,830

法人税等合計 1,830

四半期純損失（△） △498,193
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【前第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 111,461

売上原価 39,664

売上総利益 71,797

販売費及び一般管理費 ※
 192,326

営業損失（△） △120,528

営業外収益

受取利息 264

負ののれん償却額 117

保険解約返戻金 140

雑収入 136

営業外収益合計 659

営業外費用

支払利息 9,070

社債発行費償却 90

支払手数料 2,857

雑損失 250

営業外費用合計 12,267

経常損失（△） △132,137

特別利益

貸倒引当金戻入額 27

賞与引当金戻入額 －

受取和解金 －

その他 －

特別利益合計 27

特別損失

投資有価証券評価損 793

特別損失合計 793

税金等調整前四半期純損失（△） △132,903

法人税、住民税及び事業税 1,425

四半期純損失（△） △134,328
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【当第３四半期会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 55,026

売上原価 8,669

売上総利益 46,356

販売費及び一般管理費 ※
 147,360

営業損失（△） △101,003

営業外収益

受取利息 20

保険解約返戻金 26

雑収入 294

営業外収益合計 341

営業外費用

支払利息 29,729

社債発行費償却 90

支払手数料 14,369

雑損失 252

営業外費用合計 44,442

経常損失（△） △145,104

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,538

雇用調整助成金 3,857

特別利益合計 5,395

特別損失

固定資産除売却損 7

貸倒引当金繰入額 95,800

投資有価証券評価損 7

特別損失合計 95,815

税引前四半期純損失（△） △235,524

法人税、住民税及び事業税 △60

法人税等合計 △60

四半期純損失（△） △235,464
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
【前第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △389,677

減価償却費 5,893

移転費用 －

負ののれん償却額 △351

その他の償却額 －

たな卸資産評価損 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,851

賞与引当金の増減額（△は減少） －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,623

固定資産除却損 －

投資有価証券評価損益（△は益） －

社債発行費償却 4,250

受取利息及び受取配当金 △404

支払利息 34,270

売上債権の増減額（△は増加） 59,087

仕入債務の増減額（△は減少） －

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,926

預り金の増減額（△は減少） 1,660

預り保証金の増減額（△は減少） △4,500

未払金の増減額（△は減少） △50,490

その他 △19,199

小計 △352,761

利息及び配当金の受取額 10

利息の支払額 △41,111

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △408

営業活動によるキャッシュ・フロー △394,271

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 －

有形固定資産の取得による支出 －

無形固定資産の取得による支出 －

投資有価証券の売却による収入 －

差入保証金の差入による支出 △10,000

差入保証金の回収による収入 50

貸付けによる支出 △30,000

その他 1,671

投資活動によるキャッシュ・フロー △38,278

EDINET提出書類

株式会社セイクレスト(E03999)

四半期報告書

23/42



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100,000

短期借入金の返済による支出 △205,202

長期借入金の返済による支出 △31,630

社債の発行による収入 188,000

社債の償還による支出 △340,000

株式の発行による収入 135,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 590,000

新株予約権の発行による収入 3,000

配当金の支払額 △26

その他 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 439,140

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,591

現金及び現金同等物の期首残高 46,257

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 52,848
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【当第３四半期累計期間】
（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △496,363

減価償却費 4,928

負ののれん発生益 △702

その他の償却額 5,287

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,055

貸倒引当金の増減額（△は減少） 82,863

受取利息及び受取配当金 △319

支払利息 48,679

預り金の増減額（△は減少） 25,187

預り保証金の増減額（△は減少） △4,500

投資有価証券評価損益（△は益） 1,104

抱合せ株式消滅差損益（△は益） 71,325

未払金の増減額（△は減少） 52,224

売上債権の増減額（△は増加） 24,987

有形固定資産除売却損益（△は益） 542

その他 7,011

小計 △178,800

利息及び配当金の受取額 952

利息の支払額 △5,141

法人税等の支払額 △11,120

営業活動によるキャッシュ・フロー △194,109

投資活動によるキャッシュ・フロー

差入保証金の差入による支出 △20,145

差入保証金の回収による収入 1,265

有形固定資産の取得による支出 △720

貸付けによる支出 △133,000

その他 1,151

投資活動によるキャッシュ・フロー △151,449

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 153,270

短期借入金の返済による支出 △88,000

長期借入金の返済による支出 △29,565

株式の発行による収入 421,089

新株予約権の行使による株式の発行による収入 10,000

その他 △2,950

財務活動によるキャッシュ・フロー 463,844

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 118,285

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 76

現金及び現金同等物の期首残高 32,004
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（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 150,366
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
　　至　平成22年12月31日）

当社は、当第３四半期会計期間におきましても、前会計年度末に引き続き厳しい事業環境が続いた結果、営業活動によ

るキャッシュ・フローは大幅なマイナスとなり、営業損失101,003千円、経常損失145,104千円、四半期純損失235,464千円

を計上いたしました。また、本四半期報告書提出日である平成23年３月14日現在において、金融機関に対する返済の遅延

341,952千円及び社会保険料等の重要な経費の未払い69,532千円等が発生している状況となっております。当該状況によ

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。

四半期財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、主幹事業であります企画・販売代理事業におきまして

は、近畿圏における新築マンション市場において効率的な受託物件の取得・販売を行い、利益率向上に努めることを最重

要課題として取り組んでまいる所存であります。企画不動産販売事業におきましては、当社が取得したリゾート土地の販

売、並びに当該不動産周辺地域において、シニア層がセカンドライフを暮らすにふさわしい環境を整えた分譲地として、

シニアマンション、ホテル、リゾートマンション等の開発事業を行うことにより継続した安定収益基盤の確立は成されて

いくものと考えております。また、環境エネルギー事業部におきましては、平成23年２月に当社が取扱うUpsolor社製太陽

電池モジュールのJ-PEC認証を取得し、平成22年３月より太陽光発電システムの販売業務を開始しております。

資金調達につきましては、平成22年12月29日付で株主割当による新株式発行の資金421,089千円を調達しております。

当該資金につきましては、①短期借入金の返済に係る資金、②長期借入金の返済に係る資金、③当社が保有するリゾート

地（白浜ホープヒルズ）の広告宣伝費等、④未払債務の支払、⑤経常経費の支払、⑥販売用不動産の取得資金に充当する

予定であり、既に一部の資金は充当されております。これにより収益構造の安定化及び財務体質の健全化を図り、キャッ

シュフロー面においても、事業計画上の推進事業の伸展が図れると考えております。

しかし、これらの対応策に関して、営業施策面においては不動産市況等に影響されるため、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期

財務諸表に反映しておりません。

　

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期累計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

第１四半期会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸

表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26

日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。

　

（資産除去債務に関する会計基準の適用）　

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

なお、当該適用により当第３四半期累計期間の営業損失及び経常損失は、それぞれ241千円増加しております。税引前四半

期純損失は、916千円増加しております。 　　
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【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日）

　

該当事項はありません。

　

　

当第３四半期会計期間

（自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日）

　

該当事項はありません。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

  固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の定率法による減価償却費については、当第３四半期累

計期間を含む事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

しております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日現在）

前連結会計年度
（平成22年３月31日現在）

※１　担保資産

　担保として抵当に供している資産及び対応する債務

の総額は以下のとおりであります。

※１　担保資産

　担保として抵当に供している資産及び対応する債務

は以下のとおりであります。

①　担保として抵当に供している資産

たな卸資産 2,520,949千円

固定資産 78,575千円　

合計 2,599,524千円

①　担保として抵当に供している資産

たな卸資産 999,901千円

固定資産 79,607千円

合計 1,079,509千円

②　対応する債務 ②　対応する債務

短期借入金 661,397千円

一年内返済予定の長期借入金 85,283千円

長期借入金 101,546千円

合計 848,226千円

　なお、上記以外に「未払金」29,000千円に対して30,000千

円の当社振出の約束手形を担保として差し入れておりま

す。　

　

短期借入金 558,471千円

一年内返済予定の長期借入金 70,950千円

長期借入金 109,350千円

合計 738,771千円

※２　たな卸資産

　販売用不動産 2,520,949千円

　商品 267千円

　貯蔵品 338千円

合計 2,521,556千円

　
　

※２　たな卸資産

　販売用不動産 2,524,000千円

　商品 325千円

　貯蔵品 138千円

合計 2,524,463千円

 

　

　

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

給与手当 210,543千円

退職給付費用 7,312千円

給与手当 155,586千円

退職給付費用 7,221千円

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

給与手当 71,282千円

退職給付費用 2,871千円

給与手当 48,401千円

退職給付費用 2,441千円
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

（千円）　

（平成22年12月31日現在）

（千円）　

現金及び預金勘定 52,848

預入期間が３か月を超える定期預金  －

現金及び現金同等物  52,848

現金及び預金勘定 150,366

預入期間が３か月を超える定期預金  －

現金及び現金同等物  150,366

　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

12月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末 　

　普通株式（株） 15,535,330　

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末 　

　普通株式（株） 960　

 

　　　　３. 新株予約権等に関する事項

　　　　　　該当事項はありません。

　　　

　　　　４. 配当に関する事項

　　　　　　該当事項はありません。

 

５．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成22年12月29日を払込期日とした株主割当を行い、421,089千円の払込みを受けました。この結果、

資本金が210,544千円、資本準備金が210,544千円それぞれ増加し、当第３四半期会計期間末におきまして、資本

金が2,299,579千円、資本準備金が2,013,259千円となっております。

　

（金融商品関係）

　当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

　短期借入金及び役員短期貸付金が会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に

比べて著しい変動が認められます。

科目 四半期貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）　

（1）短期借入金 615,471 615,471 －

（2）株主、役員又は従業員からの短期借入金 45,926　 45,926　 －　

（3）役員短期貸付金　 133,000　 133,000　－　

（注）　金融商品の時価の算定方法

（1）短期借入金及び（2）株主、役員又は従業員からの短期借入金並びに（3）役員短期貸付金

　これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。
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（有価証券関係）

　当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

　　その他有価証券で時価があるのもが、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度　の

末日に比べて著しい変動が認められます。

 取得原価（千円）
四半期貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 6,383 3,286 3,097

合計 6,383 3,286 3,097

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

　

　当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。　

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

当社は、平成22年５月28日開催の取締役会及び平成22年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づき、平成22

年７月15日を合併期日として、当社の完全子会社である株式会社サプリメントサービスを吸収合併いたしまし

た。

　

１.結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の

概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

①結合企業

名称 　　　　　　　　株式会社セイクレスト

主たる事業の内容 　　企画・販売代理事業、不動産流動化事業等

　

②被結合企業

名称　　　 　　　　　株式会社サプリメントサービス

主たる事業の内容 　　人材派遣事業等

　

(2) 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

当社を存続会社、株式会社サプリメントサービスを消滅会社とする吸収合併であり、結合後の名称は株

式会社セイクレストであります。なお、合併による新株式の発行及び資本金の増加並びに合併交付金の支

払いはありません。　

　

(3) 取引の目的を含む取引の概要

株式会社サプリメントサービスは、不動産に特化した人材派遣事業を展開しており、当社を含む多様な

不動産会社等に人材派遣を行っておりました。しかしながら、昨今の経済不況に伴い営業損失が経常的に

発生しておりました。このような状況において、当社への経営資源の集中及びコスト削減を目的として、吸

収合併いたしました。

　　

EDINET提出書類

株式会社セイクレスト(E03999)

四半期報告書

32/42



２．実施した会計処理の概要　

「企業結合に関する会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第10号 最終改正平

成19年11月15日公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

また、株式会社サプリメントサービスより受け入れた資産及び負債は、合併期日前日に付された適正な

帳簿価格により計上いたしました。当社の財務諸表上、当該子会社の帳簿価格と減少株主資本との差額

71,028千円を特別損失に計上しております。　　

　

　当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。　

　

（資産除去債務関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
企画・販売代
理事業
（千円）

不動産流動化
事業
（千円）

人材派遣
事業
（千円）

環境関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する

売上高
59,920 14,409 35,543 1,588 111,461 － 111,461

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ － 691 － － （691) －

計 59,920 14,409 36,234 1,588 112,152 （691) 111,461

営業利益又は営業損失

（△）
△19,160 △2,860 △2,424 △17,017 △41,463（79,065) △120,528

　

（注）１　事業区分の方法 

事業はサービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

(1）企画・販売代理事業…主に分譲マンションの企画・販売代理

(2）不動産流動化事業…主に不動産投資業務、アセットマネジメント業務及び不動産流動化に関するコンサル

ティング業務等

 (3）人材派遣事業…主に労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事業等

(4）環境関連事業…主にLED照明等の販売による環境関連事業

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、79,065千円であり、その主なものは親会社

の管理部門に係る費用であります。

４　企画不動産販売事業につきましては、前連結会計年度末までに当該事業に係る販売用不動産の売却が終了し

ており、当第３四半期連結会計期間末に至るまで仕入及び販売を行っておりませんので、記載しておりませ

ん。なお、当該事業に係る当第３四半期連結会計期間の売上高及び売上原価並びに販売費及び一般管理費等

は発生しておりません。

５　第20期第２四半期連結会計期間より、新たに環境関連事業を開始しております。
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前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　　

 
企画・販売
代理事業
（千円）

不動産流動
化事業
（千円）

人材派遣
事業

（千円）

環境関連事
業

（千円）

不動産広告事
業　

（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高                     　             

(1）外部顧客に対する

売上高
221,23844,065102,210 1,588 1,469　 370,571 － 370,571

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ － 3,001 － －　 － （3,001） －

計 221,23844,065105,211 1,588 1,469　 373,573（3,001）370,571

営業利益又は営業損失

（△）
△14,023△11,878△10,310△26,541△4,230　 △66,984（244,397）△311,381

　

　（注）１　事業区分の方法 

事業はサービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

(1）企画・販売代理事業…主に分譲マンションの企画・販売代理

(2）不動産流動化事業…主に不動産投資業務、アセットマネジメント業務及び不動産流動化に関するコンサル

ティング業務等

(3）人材派遣事業…主に労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事業等

(4）環境関連事業…主にLED照明等の販売による環境関連事業

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、244,397千円であり、その主なものは親会

社の管理部門に係る費用であります。

４　企画不動産販売事業につきましては、前連結会計年度末までに当該事業に係る販売用不動産の売却が終了し

ており、当第３四半期連結累計期間末に至るまで仕入及び販売を行っておりませんので、記載しておりませ

ん。なお、当該事業に係る当第３四半期連結累計期間の売上高及び売上原価並びに販売費及び一般管理費等

は発生しておりません。

５　第20期第２四半期連結累計期間より、新たに環境関連事業を開始しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。　
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本社に全事業本部を設置し、取締役会において決定される経営戦略等に従い、各事業本部が事業活

動を展開しております。

　したがって、当社は事業本部を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、主として分譲マン

ションの企画・販売代理を行う「企画・販売代理事業」、主として不動産投資事業及びアセットマネジメン

ト事業並びに不動産流動化に関するコンサルティング事業を行う「不動産流動化事業」、主として分譲マン

ション及び戸建住宅並びにリゾート土地等の販売を行う「企画不動産販売事業」、主として太陽光発電パネ

ル及びＬＥＤ照明等の環境商品の販売を行う「環境関連事業」の４つの事業を報告セグメントとしており

ます。

　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

（単位：千円）

　
企画・販売代理

事業
不動産流動化事業

企画不動産販売

事業　
環境関連事業 合計

売上高 143,819 47,699 － 4,672　　 196,192　

外部顧客への売上高 －　 － － － －

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 143,819　 47,699　 － 4,672　 196,192　

セグメント利益又は損失（△） △17,150　 11,169　 △14,033　 △25,420　 △45,435　

　　　

当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

（単位：千円）　

　
企画・販売代理

事業
不動産流動化事業

企画不動産販売

事業　
環境関連事業 合計

売上高 40,792 13,951　 －　 281　 55,026　

外部顧客への売上高 － － － － －

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 40,792　 13,951　 － 281　 55,026　

セグメント利益又は損失（△） △12,548　 1,821 △2,597　 △9,747　 △23,073　

３．報告セグメントの変更に関する事項

　当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　第１四半期累計期間まで、報告セグメントとしておりました人材派遣事業につきましては、当該事業を営ん

でおりました当社の子会社である株式会社サプリメントサービスを吸収合併したことにより撤退いたしま

した。　
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４．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）　

（単位：千円）

利益 金額　

報告セグメント計 △45,435

全社費用 △235,555　

四半期損益計算書の営業損失 △280,991　

　

当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　

（単位：千円）

利益 金額　

報告セグメント計 △23,073 

全社費用 △77,930 

四半期損益計算書の営業損失 △101,003 

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

　　

５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）より、「セグメント情報等の開示に

関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 106.33円 １株当たり純資産額 198.24円

　

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △210.69円 １株当たり四半期純損失金額 △58.04円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額については、

１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額については、

１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 　 　

四半期純損失　　　　　　　　　　　　（千円） △393,095 △498,193

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失　　　　　（千円） △393,095 △498,193

期中平均株式数　　　　　　　　　　　　（株） 1,865,794　 8,583,130　

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △50.04円 １株当たり四半期純損失金額 △26.93円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額については、

１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額については、

１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失　　　　　　　　　　　　（千円） △134,328 △235,464

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失　　　　　（千円） △134,328 △235,464

期中平均株式数　　　　　　　　　　　　（株） 2,684,612 8,745,058
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（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　当社は、当第３四半期会計期間末以降、本四半期報告書提出日までにおいて、多額の約束手形及び小切手を振出しており

ます。当該約束手形及び小切手の振出し状況は次のとおりであります。

　

（小切手）

振出日 振出先 金額（千円）　 目的

平成23年２月28日 監査法人ワールドリンクス 1,575監査事前調査費　

平成23年４月１日 弁護士　山下高生 15,486　先日付にて借入金の返済

平成23年２月24日 株式会社チャイナゲート 4,500　借入金の依頼

平成23年３月１日 株式会社チャイナゲート 7,700　借入金の依頼

平成23年４月１日 弁護士　山下高生 5,000　先日付にて借入金の返済　

平成23年３月10日　株式会社アルファビオス　 20,000　短期借入金に係る担保

平成23年３月３日 株式会社チャイナゲート 7,700　借入金の依頼

平成23年３月10日 株式会社チャイナゲート 7,700　借入金の依頼

平成23年３月10日 株式会社チャイナゲート 4,500　借入金の依頼

平成23年３月４日
株式会社アーズレイアンド

カンパニー
912　支払手数料

平成23年３月10日 弁護士　山下高生 24,300　先日付にて借入金の返済　

平成23年５月１日 弁護士　山下高生 10,000　先日付にて借入金の返済

平成23年１月20日 フルブライト株式会社 10,000　借入金の依頼　

平成23年２月２日 佐藤　均 2,700　借入金の依頼

平成23年２月２日 株式会社チャイナゲート 5,000　借入金の依頼

平成23年２月３日 株式会社チャイナゲート 5,000　借入金の依頼

平成23年２月３日 株式会社チャイナゲート 7,700　借入金の依頼

平成23年１月28日 佐藤　均 4,300　借入金の依頼

平成23年１月28日 フルブライト株式会社 10,000　借入金の依頼

平成23年２月７日
株式会社アーズレイアンド

カンパニー
50,000　借入金の依頼

平成23年１月28日 株式会社チャイナゲート 7,800　借入金の依頼

平成23年１月28日 株式会社チャイナゲート 7,600　借入金の依頼

平成23年３月１日
天成ホールディングス株式

会社
38,000　借入金の依頼

平成23年２月８日 株式会社チャイナゲート 2,500　借入金の依頼

平成23年３月１日 株式会社チャイナゲート 4,300　借入金の依頼

平成23年１月28日 株式会社チャイナゲート 2,900　借入金の依頼

平成23年２月10日 張　洙用 27,500　短期借入金に係る担保

平成23年２月24日 株式会社チャイナゲート 3,000　借入金の依頼

平成23年２月22日
株式会社アーズレイアンド

カンパニー
500　支払手数料

平成23年２月28日 フルブライト株式会社 15,000　借入金の依頼

平成23年２月24日 株式会社チャイナゲート 1,000　借入金の依頼

平成23年３月８日
天成ホールディングス株式

会社
10,000　借入金の依頼

平成23年３月８日
天成ホールディングス株式

会社
10,000　借入金の依頼

平成23年３月８日
天成ホールディングス株式

会社
5,000　借入金の依頼

平成23年３月８日
天成ホールディングス株式

会社
5,000　借入金の依頼

平成23年３月８日
天成ホールディングス株式

会社
5,000　借入金の依頼

平成23年３月８日
天成ホールディングス株式

会社
3,000　借入金の依頼

　

（約束手形）

振出日 　支払期日 振出先　 金額（千円）　 目的

平成23年１月６日 平成23年３月31日　
株式会社チャイナ

ゲート
7,000借入金の依頼

平成23年２月22日平成23年３月31日　

株式会社アーズレ

イアンドカンパ

ニー

25,000　借入金の依頼
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（リース取引関係）

　当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月５日

株式会社セイクレスト

取締役会　御中

明誠監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 武田　剛　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中澤　研二　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社セイ

クレストの平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成21年10月1日

から平成21年12月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セイクレスト及び連結子会社の平成21年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成績並びに第3四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　

追記情報

１. 　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は重要な営業損失を計上し、債務超過の状態にある。

また、金融機関の返済の一部遅延が発生している。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対

する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

２. 　重要な後発事象に記載されているとおり、第3回株式会社セイクレスト新株予約権の行使があり、発行済株式総数

及び資本金等が増加している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年3月14日

株式会社セイクレスト

　取 締 役 会　御中

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士赤坂事務所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　赤坂満秋　　印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　萩原公認会計士事務所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　萩原充久　　印　

　　

　

　私たちは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社セイクレストの平

成22年4月1日から平成23年3月31日までの第21期事業年度の第3四半期会計期間（平成22年10月1日から平成22年12月31日

まで）及び第3四半期累計期間（平成22年4月1日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸

借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表

の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セイクレストの平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第3

四半期会計期間及び第3四半期累計期間の経営成績並びに第3四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、営業キャッシュ・フローが大幅なマイナスとなると共

に営業損失、経常損失及び四半期純損失を計上している。また金融機関に対する返済の遅延及び社会保険料等の重要な経

費の未払い等が発生している。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在してお

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実

性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表には反映されていない。

２　重要な後発事象に記載されているとおり、第3四半期末日後に振出を行った支払手形、小切手に関する記載がある。　　

　

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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